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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基部と、
　前記基部から延出されている振動腕と、
　前記基部および前記振動腕に配置されている下部電極と、
　平面視で、前記基部に配置されている前記下部電極および前記振動腕に配置されている
前記下部電極と重なっている上部電極と、
　前記下部電極と前記上部電極との間に配置されている、圧電体膜を含む絶縁層と、を備
え、
　前記下部電極と前記上部電極とが平面視で重なっている前記基部における前記絶縁層の
厚さは、前記振動腕における前記絶縁層の厚さよりも厚いことを特徴とする振動片。
【請求項２】
　前記基部における前記絶縁層の誘電率は、前記振動腕における前記絶縁層の誘電率より
も小さいことを特徴とする請求項１に記載の振動片。
【請求項３】
　基部と、
　前記基部から延出されている振動腕と、
　前記基部および前記振動腕に配置されている下部電極と、
　平面視で、前記基部に配置されている前記下部電極および前記振動腕に配置されている
前記下部電極と重なっている上部電極と、
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　前記下部電極と前記上部電極との間に配置されている、圧電体膜を含む絶縁層と、を備
え、
　前記下部電極と前記上部電極とが平面視で重なっている前記基部における前記絶縁層の
誘電率は、前記振動腕における前記絶縁層の誘電率よりも小さいことを特徴とする振動片
。
【請求項４】
　前記基部、および前記振動腕は、水晶で構成されていることを特徴とする請求項１ない
し請求項３のいずれか一項に記載の振動片。
【請求項５】
　前記基部、および前記振動腕は、半導体で構成されていることを特徴とする請求項１な
いし請求項３のいずれか一項に記載の振動片。
【請求項６】
　請求項１ないし請求項５のいずれか一項に記載の振動片と、
　前記振動片を収容している容器と、
　を備えていることを特徴とする振動子。
【請求項７】
　請求項１ないし請求項５のいずれか一項に記載の振動片と、
　前記振動片を駆動させる回路素子と、
　を備えていることを特徴とする電子デバイス。
【請求項８】
　請求項１ないし請求項５のいずれか一項に記載の振動片を備えていることを特徴とする
電子機器。
【請求項９】
　請求項１ないし請求項５のいずれか一項に記載の振動片を備えていることを特徴とする
移動体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、振動片、およびそれを用いた振動子、電子デバイス、電子機器、並びに移動
体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　音叉型振動子の小型化に伴って、従来と同等な特性を維持しながら小型化を実現するた
め、次のような振動片が採用されている。具体的には、基部から同方向に延出された３個
の振動腕を有する構造を採用し、各振動腕の一面上に電極膜および圧電体膜が積層されて
圧電体素子が形成されている。そして、外側に位置する２個の圧電体素子と内側の圧電体
素子とが逆位相となる電気的接続を採用した振動片が提案されている（例えば、特許文献
１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００９－５０２２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上述の振動片では、外側に位置する２個の圧電体素子と内側の圧電体素
子とが逆位相となる電気的接続を採用しているため、基部内において異なる位相の電極が
圧電体膜（絶縁層）を介して重なる、所謂クロス配線が必要となる。このようなクロス配
線が形成されることにより、振動腕（駆動部）以外の配線で付加容量Ｃ0’が生じること
になる。振動片を用いた振動子の実効抵抗Ｒｅ（振動子の振動のし難さを示す数値）は、
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Ｒe＝Ｒ1（１＋Ｃ0／ＣL）
2で表されるため、クロス配線による付加容量Ｃ0’が加えられ

ることによって振動子の実効抵抗Ｒeが大きくなり、振動子が振動し難くなる虞を生じて
いた。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は、上述の課題の少なくとも一部を解決するためになされたものであり、以下の
形態または適用例として実現することが可能である。
【０００６】
　［形態１］本形態に係る振動片は、基部と、前記基部から延出されている振動腕と、前
記基部および前記振動腕に配置されている下部電極と、平面視で、前記基部に配置されて
いる前記下部電極および前記振動腕に配置されている前記下部電極と重なっている上部電
極と、前記下部電極と前記上部電極との間にある絶縁層と、を備え、前記基部と重なって
いる前記絶縁層の厚さは、前記振動腕と重なっている前記絶縁層の厚さより厚いことを特
徴とする。
　本形態によれば、基部と重なっている絶縁層の厚さは、振動腕と重なっている絶縁層の
厚さより大きく形成されている。付加容量Ｃ０’は、下記式（１）によって表されるため
、クロス配線を生じる基部における絶縁層の厚さが振動腕の上方に設けられている絶縁層
の厚さより大きい本適用例の構成では、基部においてクロス配線を生じても基部の領域で
の付加容量Ｃ０’の増加を防止することができる。したがって、振動子の実効抵抗Ｒeが
増加しないため、振動し易い振動子を提供することができる。
　　Ｃ０’＝ε・Ｓ／ｄ　・・・（１）
　（ε：誘電率（Ｆ／ｍ）［ε＝ε０×εｒ・・・ε０：真空の誘電率（Ｆ／ｍ）、εｒ
：比誘電率（Ｆ／ｍ）］、Ｓ：平行平板の面積（ｍ２）　ｄ：平行平板間の距離（ｍ））
　［形態２］上記形態に記載の振動片において、前記基部と重なっている前記絶縁層の誘
電率は、前記振動腕と重なっている前記絶縁層の誘電率より小さいことを特徴とする。
　上述の式（１）に表されるように、誘電率（ε）が小さいほど付加容量Ｃ０’が小さく
なる。本形態によれば、基部と重なっている絶縁層の誘電率は、振動腕と重なっている絶
縁層の誘電率より小さいことから、基部におけるクロス配線を生じても、基部の領域での
付加容量Ｃ０’の増加を防止することができる。したがって、基部においてクロス配線を
生じても振動子の実効抵抗Ｒｅが増加しないため、振動し易い振動子を提供することがで
きる。
　［形態３］本形態に係る振動片は、基部と、前記基部から延出されている振動腕と、前
記基部および前記振動腕に配置されている下部電極と、平面視で、前記基部に配置されて
いる前記下部電極および前記振動腕に配置されている前記下部電極と重なっている上部電
極と、前記下部電極と前記上部電極との間にある絶縁層と、を備え、前記基部と重なって
いる前記絶縁層の誘電率は、前記振動腕と重なっている前記絶縁層の誘電率よりも小さい
ことを特徴とする。
　本形態によれば、基部と重なっている絶縁層の誘電率は、振動腕と重なっている絶縁層
の誘電率より小さいことから、基部におけるクロス配線を生じても、基部の領域での付加
容量Ｃ０’の増加を防止することができる。したがって、基部においてクロス配線を生じ
ても振動子の実効抵抗Ｒｅが増加しないため、振動し易い振動子を提供することができる
。
　［形態４］上記形態に記載の振動片において、前記振動腕は、第１の振動腕と第２の振
動腕とを備えており、前記第１の振動腕から前記基部に延設されている前記下部電極と、
前記第２の振動腕から前記基部に延設されている前記上部電極とは、平面視で前記基部と
重なっている領域において、前記絶縁層を挟んでいることを特徴とする。
　本形態によれば、基部におけるクロス配線による付加容量Ｃ０’の増加を防止すること
ができる。したがって、振動子の実効抵抗Ｒｅが増加しないため、振動し易い振動子を提
供することができる。
　［形態５］上記形態に記載の振動片において、前記絶縁層は、圧電体膜を含んでいるこ
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とを特徴とする。
　本形態によれば、絶縁層に圧電体膜を含むことにより、絶縁層の厚さを大きくすること
が可能となり、さらにクロス配線による付加容量Ｃ０’の増加を防止することができる。
　［形態６］上記形態に記載の振動片において、前記基部、および前記振動腕は、水晶で
構成されていることを特徴とする。
　本形態によれば、水晶を用いることにより小型化に伴う温度特性（周波数温度特性など
の温度依存性を有する特性）の低下を抑制することができる。
　［形態７］上記形態に記載の振動片において、前記基部、および前記振動腕は、半導体
で構成されていることを特徴とする。
　本形態によれば、フォトリソグラフィーなどを用いた外形加工が容易あるとともに、エ
ッチング速度が一定であるため、形成された外形形状が均一となり、安定した特性を得る
ことが可能となる。
　［形態８］本形態に係る振動子は、上記形態のいずれか一例に記載の振動片と、前記振
動片を収容している容器と、を備えていることを特徴とする。
　本形態によれば、上述の振動片を用いているため、振動し易い振動子を提供することが
できる。
　［形態９］本形態に係る電子デバイスは、上記形態のいずれか一例に記載の振動片と、
前記振動片を駆動させる回路素子と、を備えていることを特徴とする。
　本形態によれば、上述の振動片を用いているため振動片が振動し易く、振動の安定した
電子デバイスを提供することができる。
　［形態１０］本形態に係る電子機器は、上記形態のいずれか一例に記載の振動片を備え
ていることを特徴とする。
　本形態によれば、上述の振動片を用いているため振動片が振動し易く、したがって安定
した特性の電子機器を提供することができる。
　［形態１１］本形態に係る移動体は、上記形態のいずれか一例に記載の振動片を備えて
いることを特徴とする。
　本形態によれば、上述の振動片を用いているため振動片が振動し易く、したがって安定
した性能を発揮できる移動体を提供することができる。
　［適用例１］本適用例に係る振動片は、基部と、前記基部から延出されている振動腕と
、前記基部および前記振動腕に設けられている下部電極と、前記下部電極の上方に設けら
れている上部電極と、前記下部電極と前記上部電極との間に設けられている絶縁層と、を
備え、前記基部の上方に設けられている前記絶縁層の厚さが、前記振動腕の上方に設けら
れている前記絶縁層の厚さより厚いことを特徴とする。

【０００７】
　本適用例によれば、基部の上方に設けられている絶縁層の厚さが、振動腕の上方に設け
られている絶縁層の厚さより大きく形成されている。付加容量Ｃ0’は、下記式（１）に
よって表されるため、クロス配線を生じる基部における絶縁層の厚さが振動腕の上方に設
けられている絶縁層の厚さより大きい本適用例の構成では、基部においてクロス配線を生
じても基部の領域での付加容量Ｃ0’の増加を防止することができる。したがって、振動
子の実効抵抗Ｒeが増加しないため、振動し易い振動子を提供することができる。
　　Ｃ0’＝ε・Ｓ／ｄ　・・・（１）
　（ε：誘電率（Ｆ／ｍ）［ε＝ε0×εr・・・ε0：真空の誘電率（Ｆ／ｍ）、εr：比
誘電率（Ｆ／ｍ）］、Ｓ：平行平板の面積（ｍ2）　ｄ：平行平板間の距離（ｍ））
【０００８】
　［適用例２］上記適用例に記載の振動片において、前記基部の上方に設けられている前
記絶縁層の誘電率が、前記振動腕の上方に設けられている前記絶縁層の誘電率より小さい
ことを特徴とする。
【０００９】
　上述の式（１）に表されるように、誘電率（ε）が小さいほど付加容量Ｃ0’が小さく
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なる。本適用例によれば、基部の上方に設けられている絶縁層の誘電率が、振動腕の上方
に設けられている絶縁層の誘電率より小さいことから、基部におけるクロス配線を生じて
も、基部の領域での付加容量Ｃ0’の増加を防止することができる。したがって、基部に
おいてクロス配線を生じても振動子の実効抵抗Ｒeが増加しないため、振動し易い振動子
を提供することができる。
【００１０】
　［適用例３］本適用例に係る振動片は、基部と、前記基部から延出されている振動腕と
、前記基部および前記振動腕に設けられている下部電極と、前記下部電極の上方に設けら
れている上部電極と、前記下部電極と前記上部電極との間に設けられている絶縁層と、を
備え、前記基部の上方に設けられている前記絶縁層の誘電率が、前記振動腕の上方に設け
られている前記絶縁層の誘電率よりも小さいことを特徴とする。
【００１１】
　本適用例によれば、基部の上方に設けられている絶縁層の誘電率が、振動腕の上方に設
けられている絶縁層の誘電率より小さいことから、基部におけるクロス配線を生じても、
基部の領域での付加容量Ｃ0’の増加を防止することができる。したがって、基部におい
てクロス配線を生じても振動子の実効抵抗Ｒeが増加しないため、振動し易い振動子を提
供することができる。
【００１２】
　［適用例４］上記適用例に記載の振動片において、前記振動腕は、第１の振動腕と第２
の振動腕とを備えており、前記第１の振動腕から前記基部に延設されている前記下部電極
と、前記第２の振動腕の上方から前記基部の上方に延設されている前記上部電極とが、前
記基部の上方で前記絶縁層を介して重なっていることを特徴とする。
【００１３】
　本適用例によれば、基部におけるクロス配線による付加容量Ｃ0’の増加を防止するこ
とができる。したがって、振動子の実効抵抗Ｒeが増加しないため、振動し易い振動子を
提供することができる。
【００１４】
　［適用例５］上記適用例に記載の振動片において、前記絶縁層は、圧電膜を含んでいる
ことを特徴とする。
【００１５】
　本適用例によれば、絶縁層に圧電膜を含むことにより、絶縁層の厚さを大きくすること
が可能となり、さらにクロス配線による付加容量Ｃ0’の増加を防止することができる。
【００１６】
　［適用例６］上記適用例に記載の振動片において、前記基部、および前記振動腕は、水
晶から構成されていることを特徴とする。
【００１７】
　本適用例によれば、水晶を用いることにより小型化に伴う温度特性（周波数温度特性な
どの温度依存性を有する特性）の低下を抑制することができる。
【００１８】
　［適用例７］上記適用例に記載の振動片において、前記基部、および前記振動腕は、半
導体から構成されていることを特徴とする。
【００１９】
　本適用例によれば、フォトリソグラフィーなどを用いた外形加工が容易あるとともに、
エッチング速度が一定であるため、形成された外形形状が均一となり、安定した特性を得
ることが可能となる。
【００２０】
　［適用例８］本適用例に係る振動子は、上記適用例のいずれか一例に記載の振動片と、
前記振動片を収納している容器と、を備えていることを特徴とする。
【００２１】
　本適用例によれば、上述の振動片を用いているため、振動し易い振動子を提供すること
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ができる。
【００２２】
　［適用例９］本適用例に係る電子デバイスは、上記適用例のいずれか一例に記載の振動
片と、前記振動片を駆動させる回路素子と、を備えていることを特徴とする。
【００２３】
　本適用例によれば、上述の振動片を用いているため振動片が振動し易く、振動の安定し
た電子デバイスを提供することができる。
【００２４】
　［適用例１０］本適用例に係る電子機器は、上記適用例のいずれか一例に記載の振動片
を備えていることを特徴とする。
【００２５】
　本適用例によれば、上述の振動片を用いているため振動片が振動し易く、したがって安
定した特性の電子機器を提供することができる。
【００２６】
　［適用例１１］本適用例に係る移動体は、上記適用例のいずれか一例に記載の振動片を
備えていることを特徴とする。
【００２７】
　本適用例によれば、上述の振動片を用いているため振動片が振動し易く、したがって安
定した性能を発揮できる移動体を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】第１実施形態の音叉型振動片を示し、（ａ）は音叉型振動片の平面図、（ｂ）は
（ａ）に示すＱ－Ｑ断面図、（ｃ）は（ａ）のＲ－Ｒ断面図。
【図２】第２実施形態の音叉型振動片の絶縁層の構成を説明する図であり、（ａ）は図１
（ａ）のＱ－Ｑに相当する位置の断面図、（ｂ）は図１（ａ）のＲ－Ｒに相当する位置の
断面図。
【図３】振動片の等価回路を説明する回路図。
【図４】本発明にかかる振動片を用いた振動子を示す正断面図。
【図５】本発明にかかる振動片を用いた電子デバイスとしての発振器を示す正断面図。
【図６】電子機器の一例としてのモバイル型のパーソナルコンピューターの構成を示す斜
視図。
【図７】電子機器の一例としての携帯電話機の構成を示す斜視図。
【図８】電子機器の一例としてのデジタルスチールカメラの構成を示す斜視図。
【図９】移動体の一例としての自動車の構成を示す斜視図。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下、本発明の実施の形態について図面を参照しながら説明する。図１は、本発明の振
動片の第１実施形態にかかる音叉型振動片を示しており、（ａ）は音叉型振動片の平面図
、（ｂ）は（ａ）に示すＱ－Ｑ断面図、（ｃ）は（ａ）のＲ－Ｒ断面図である。図２は、
本発明の振動片の第２実施形態にかかる音叉型振動片の絶縁層の構成を説明する図であり
、（ａ）は図１（ａ）のＱ－Ｑ断面図、（ｂ）は図１（ａ）のＲ－Ｒ断面図である。図３
は、振動片の等価回路を示す回路図である。
【００３０】
　（第１実施形態）
　図１に示す本実施形態の音叉型振動片１は、振動腕１１、１２、１３と、これら３個の
振動腕１１、１２、１３のそれぞれの一端を連結する基部１４と、圧電体素子１５、１６
、１７と、を含んで構成されている。
【００３１】
　振動腕１１は、第１方向（図中のＺ方向）へ向けて配置された第１面１１ａを有する。
同様に、振動腕１２は、第１方向へ向けて配置された第１面１２ａを有し、振動腕１３は
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、第１方向へ向けて配置された第１面１３ａを有する。本実施形態では、各第１面１１ａ
、１２ａ、１３ａは平面であるが、これに限定されず、曲面、凹凸面などであってもよい
。これらの振動腕１１、１２、１３は、第１方向と交差する第２方向（図中のＸ方向）に
沿って配列されている。各振動腕１１、１２、１３は、それぞれ長手方向が第３方向（図
中のＹ方向）に沿うように配置されている。これらの振動腕１１、１２、１３の断面形状
は、例えば図１（ｂ）に示すように矩形上であるが、この形状に限定されない。
【００３２】
　基部１４は、３個の振動腕１１、１２、１３のそれぞれの一端（Ｙ方向に沿った一方の
端部）と接続されており、これらの振動腕１１、１２、１３を連結している。そして、基
部１４は、第３方向の中途で幅（第２方向の寸法）が広くなった形状をなしている。本実
施形態では、各振動腕１１、１２、１３とこの基部１４とは一体に形成される。各振動腕
１１、１２、１３と基部１４とは、例えば水晶板を形状加工することによって形成される
。この水晶板は、カット角の観点からはＺカット板であることが好ましいが、Ｘカット板
、ＡＴカット板であってもよい。Ｚカット板を用いた場合には加工が容易になる。
【００３３】
　圧電体素子１５は、振動腕１１の第１面１１ａ上に設けられている。同様に、圧電体素
子１６は、振動腕１２の第１面１２ａ上に設けられ、圧電体素子１７は、振動腕１３の第
１面１３ａ上に設けられている。
【００３４】
　図１（ｂ）は、振動腕１１、１２、１３の第１面１１ａ、１２ａ、１３ａに設けられて
いる圧電体素子１５、１６、１７の構造を示した断面図である。なお、圧電体素子１５、
１６、１７の構造は同様であるため、ここでは圧電体素子１５について説明する。圧電体
素子１５は、第１面１１ａ上に配置された下部電極膜１５ａと、当該下部電極膜１５ａ上
に配置された絶縁層としての圧電体膜１５ｂ２と、当該圧電体膜１５ｂ２上に配置された
上部電極膜１５ｃと、を含んでいる。この圧電体膜１５ｂ２は、例えばＺｎＯ、ＡｌＮ、
ＰＺＴ、ＬｉＮｂＯ3又はＫＮｂＯ3の何れかを含む膜である。圧電体膜１５ｂ２の膜厚は
、例えば０．２μｍ程度である。この圧電体膜１５ｂ２の膜厚は、振動腕１１の厚みに対
して０．０２５倍～０．２５倍程度に設定されることが望ましい。
【００３５】
　また、図１（ｃ）は、基部１４の第１面１４ａに設けられている圧電体素子１５’、１
６’、１７’の構造を示した断面図である。基部１４に設けられている圧電体素子１５’
、１６’、１７’は、前述の振動腕１１、１２、１３に設けられている圧電体膜１５ｂ２
、１６ｂ２、１７ｂ２の厚さｔ１（図１（ｂ）参照））に比べ、圧電体膜１５ｂ２’、１
６ｂ２’、１７ｂ２’の厚さｔ２が大きく設けられている。なお、圧電体素子１５’、１
６’、１７’の構造は同様であるため、圧電体素子１５’を用いて詳細を説明する。基部
１４に設けられている圧電体素子１５’は、第１面１４ａ上に配置された下部電極膜１５
ａと、下部電極膜１５ａ上に配置された絶縁層としての圧電体膜１５ｂ２’と、圧電体膜
１５ｂ２’上に配置された上部電極膜１５ｃと、を含んでいる。なお、基部１４の第１面
１４ａに設けられている下部電極膜１５ａは、振動腕１１の第１面１１ａに設けられてい
る下部電極膜１５ａから延設されている。また、基部１４の第１面１４ａに設けられてい
る圧電体膜１５ｂ２’は、振動腕１１に設けられている圧電体膜１５ｂ２と連接されてい
る。また、基部１４の上方に設けられている上部電極膜１５ｃは、振動腕１１の上側に配
置されている圧電体膜１５ｂ２’上の上部電極膜１５ｃから延設されている。
【００３６】
　各下部電極膜１５ａ、１６ａ、１７ａ、各上部電極膜１５ｃ、１６ｃ、１７ｃは、それ
ぞれ、例えばクロム膜、金膜、チタン膜、アルミニウム膜、モリブデン膜、ＩＴＯ膜など
の導電体膜である。これらのうち、Ｘ方向において外側に配置された２つの振動腕１１、
１３に設けられた各圧電体素子１５、１７の各下部電極膜１５ａ、１７ａと、Ｘ方向にお
いて内側に配置された１つの振動腕１２に設けられた圧電体素子１６の上部電極膜１６ｃ
と、が相互に電気的に接続されている。また、Ｘ方向において外側に配置された２つの振
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動腕１１、１３に設けられた各圧電体素子１５、１７の各上部電極膜１５ｃ、１７ｃと、
Ｘ方向において内側に配置された１つの振動腕１２に設けられた圧電体素子１６の下部電
極膜１６ａと、が相互に電気的に接続されている。
【００３７】
　各電極膜の接続構造について、主に図１（ａ）を参照しながら、さらに説明する。上部
電極膜１５ｃと上部電極膜１７ｃとは、電極パッド２４を介して相互に電気的に接続され
ている。本実施形態では、これらの上部電極膜１５ｃ、１７ｃと電極パッド２４とは一体
に形成される。下部電極膜１６ａは、例えばスルーホール配線などを用いた接続部１８ａ
を介して上部電極膜１７ｃと電気的に接続されている。これらにより、上部電極膜１５ｃ
、１７ｃと下部電極膜１６ａとの相互間が電気的に接続される。この電極パッド２４を通
じて、上部電極膜１５ｃ、１７ｃおよび下部電極膜１６ａに対して同電位の電気信号を供
給することができる。
【００３８】
　下部電極膜１５ａと下部電極膜１７ａとは、例えばスルーホール配線などを用いた接続
部１８ｂおよび電極パッド２６を介して相互に電気的に接続されている。なお、本実施形
態では、電極パッド２６は、前述の電極パッド２４と同時に形成される。上部電極膜１６
ｃは、基部１４の上方に延出された位置で、例えばスルーホール配線などを用いた接続部
１８ｃを介して下部電極膜１５ａと電気的に接続されている。これらにより、下部電極膜
１５ａ、１７ａと上部電極膜１６ｃとの相互間が電気的に接続される。この電極パッド２
６を通じて、下部電極膜１５ａ、１７ａおよび上部電極膜１６ｃに対して同電位の電気信
号を供給することができる。
【００３９】
　上記の電極パッド２４および電極パッド２６に逆電位の電気信号を交互に供給すること
により、振動腕１１、１３と振動腕１２とを互い違いに上下振動させることができる。具
体的には、各上部電極膜と下部電極膜との間に電圧を印加した際に、外側の各圧電体素子
１５、１７にかかる電界の方向と内側の圧電体素子１６にかかる電界の方向とが逆向きと
なる。したがって、振動腕１１、１３の振動方向と振動腕１２の振動方向とが逆向きにな
り、電界印加により振動腕１１、１３と振動腕１２とが互い違いに上下運動を行う。この
ように、３脚構造とすることにより、上下振動（図中のＺ方向に沿った振動）を用いる振
動モードにおいてもＱ値を高めることが可能となる。
【００４０】
　上述の構成のように、二つの振動腕１１、１３に挟まれた振動腕１２の電極の電位が逆
電位となり、且つ基部１４に設けられた電極パッド２４および電極パッド２６とそれぞれ
の電極膜が接続される。このため、基部１４内で、下部電極膜１５ａ、１６ａ、１７ａと
上部電極膜１５ｃ、１６ｃ、１７ｃとが、絶縁層としての圧電体膜１５ｂ２’、１６ｂ２
’、１７ｂ２’を介して対向する、所謂クロス配線となる部分を生じてしまう。このクロ
ス配線部分を図１（ａ）では、Ｐ１、Ｐ２、Ｐ３、Ｐ４で示している。
【００４１】
　ここでクロス配線を生じることによる音叉型振動片１に対する影響について、図３を参
照しながら説明する。図３は、クロス配線を生じた場合の、振動片（振動素子）の電気的
特性を示す等価回路を示している（Ｌ1：等価インダクタンス、Ｃ1：等価容量、Ｒ1：等
価抵抗、Ｃ0：静電容量、Ｃ0’：基部のクロス配線による付加容量）。
【００４２】
　上述ように基部１４にクロス配線を生じると、静電容量Ｃ0に加えて付加容量Ｃ0’が付
加される。振動片（振動素子、振動子）の実効抵抗Ｒｅ（振動子の振動のし難さを示す数
値）は、Ｒe＝Ｒ1（１＋Ｃ0／ＣL）

2で表されるため、クロス配線による付加容量Ｃ0’が
加えられることによって振動子の実効抵抗Ｒeが大きくなる。これにより、振動子は、発
振が起こり難くなる、換言すれば、振動し難くなってしまうことになる。
【００４３】
　しかしながら、本実施形態の音叉型振動片１では、基部１４の上方に設けられている絶
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縁層としての圧電体膜１５ｂ２’、１６ｂ２’、１７ｂ２’の厚さｔ２が、振動腕１１、
１２、１３の上方に設けられている絶縁層としての圧電体膜１５ｂ２、１６ｂ２、１７ｂ
２の厚さｔ１より大きく形成されている。付加容量Ｃ0’は、下記式（１）のように、平
行平板間の距離ｄが大きくなるほど小さくなるため、本実施形態の構成では、基部１４の
平面領域においてクロス配線を生じても付加容量Ｃ0’の増加を防止することができる。
これにより、本実施形態の構成の音叉型振動片１は、実効抵抗Ｒeを小さく保つことが可
能となるため、発振し易い振動片とすることができる。
　　Ｃ0’＝ε・Ｓ／ｄ　・・・（１）
　（ε：誘電率（Ｆ／ｍ）［ε＝ε0×εr・・・ε0：真空の誘電率（Ｆ／ｍ）、εr：比
誘電率（Ｆ／ｍ）］、Ｓ：平行平板の面積（ｍ2）　ｄ：平行平板間の距離（ｍ））
【００４４】
　（第２実施形態）
　次に、図２を用いて本発明の振動片の第２実施形態にかかる音叉型振動片について説明
する。図２は、第２実施形態の音叉型振動片の絶縁層の構成を説明する図であり、（ａ）
は図１（ａ）のＱ－Ｑの位置に相当する断面図、（ｂ）は図１（ａ）のＲ－Ｒの位置に相
当する断面図である。なお、第２実施形態の音叉型振動片の平面視（平面図）は、前述の
第１実施形態と同様である。したがって、第１実施形態と同様な構成については同符号を
付し、その説明を省略することもある。
【００４５】
　図２（ａ）に示す、第２実施形態の音叉型振動片１の振動腕１１、１２、１３の第１面
１１ａ、１２ａ、１３ａに設けられている圧電体素子１５、１６、１７は、絶縁膜を更に
含む構成である。前述と同様に圧電体素子１５、１６、１７の構造が同じであるため、こ
こでは圧電体素子１７について説明する。
【００４６】
　圧電体素子１７は、第１面１３ａ上に配置された下部電極膜１７ａと、下部電極膜１７
ａ上に配置された絶縁層１７ｂと、絶縁層１７ｂ上に配置された上部電極膜１７ｃと、を
含んでいる。
【００４７】
　本第２実施形態では、絶縁層１７ｂが、絶縁膜１７ｂ１および圧電体膜１７ｂ２で構成
されている。絶縁膜１７ｂ１は、圧電体膜１７ｂ２と下部電極膜１７ａとの間に配置され
ている。絶縁膜１７ｂ１は、例えば酸化硅素（ＳｉＯ2）膜である。この絶縁膜１７ｂ１
は、下部電極膜１７ａと上部電極膜１７ｃとの短絡を防止する機能を果たす。絶縁膜１７
ｂ１の膜厚は、短絡防止の観点から２５ｎｍ以上であることが望ましく、また圧電体素子
１５の特性低下を抑制する観点から５００ｎｍ以下であることが望ましい。圧電体膜１７
ｂ２は、例えばＺｎＯ、ＡｌＮ、ＰＺＴ、ＬｉＮｂＯ3又はＫＮｂＯ3の何れかを含む膜で
ある。圧電体膜１７ｂ２の膜厚は、例えば０．２μｍ程度である。この圧電体膜１７ｂ２
の膜厚は、振動腕１１の厚みに対して０．０２５倍～０．２５倍程度に設定されることが
望ましい。
【００４８】
　また、図２（ｂ）に示す、基部１４の第１面１４ａに設けられている圧電体素子１５’
、１６’、１７’は、絶縁膜の厚さが厚い構成である。図２（ｂ）に示すように、絶縁層
１７ｂ’の内の絶縁膜１７ｂ１’の厚さは、前述の振動腕１１、１２、１３に設けられて
いる絶縁層１７ｂの内の絶縁膜１７ｂ１の厚さよりも大きく形成されている。したがって
、基部１４に設けられている絶縁層１７ｂ’の厚さも、振動腕１１、１２、１３に設けら
れている絶縁層１７ｂの厚さより大きくなる。
【００４９】
　このような第２実施形態の音叉型振動片１によれば、第１実施形態と同様に、基部１４
の上方に設けられている絶縁層１５ｂ’、１６ｂ’、１７ｂ’の厚さが、振動腕１１、１
２、１３の上方に設けられている絶縁層１５ｂ、１６ｂ、１７ｂの厚さより大きい。した
がって、第１実施形態と同様に、基部１４の平面領域においてクロス配線を生じても付加
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容量Ｃ0’の増加を防止することができる。これにより、本実施形態の構成の音叉型振動
片１は、実効抵抗Ｒeを小さく保つことが可能となるため、発振し易い振動片とすること
ができる。
【００５０】
　なお、本実施形態では、図２（ｂ）に示す、基部１４の第１面１４ａに設けられている
圧電体素子１５’、１６’、１７’が、下部電極膜１７ａの上面に絶縁膜１７ｂ１’が設
けられ、絶縁膜１７ｂ１’の上面に圧電体膜１７ｂ２が設けられている構成で説明したが
、下部電極膜１７ａの上面に圧電体膜１７ｂ２が設けられ、圧電体膜１７ｂ２の上面に絶
縁膜１７ｂ１’が設けられる構成でも良い。
【００５１】
　また、前述の実施形態では、３つの振動腕１１、１２、１３を有する音叉型振動片１で
説明したが、振動腕は５つ以上の奇数個であってもよい。
【００５２】
　また、振動片の基材は、水晶に限定するものではなく、タンタル酸リチウム（ＬｉＴａ
Ｏ3）、四ホウ酸リチウム（Ｌｉ2Ｂ4Ｏ7）、ニオブ酸リチウム（ＬｉＮｂＯ3）、チタン
酸ジルコン酸鉛（ＰＺＴ）、酸化亜鉛（ＺｎＯ）、窒化アルミニウム（ＡｌＮ）などの圧
電材料、またはシリコンなどの半導体材料であってもよい。
【００５３】
　また、クロス配線による付加容量Ｃ0’を抑えるためには、上述の式（１）から、絶縁
層に誘電率の小さな材料を用いることもできる。クロス配線を生じる基部１４の上方に用
いる絶縁層の材料を振動腕１１、１２、１３の上方に用いる絶縁層の材料より誘電率の小
さな材料とすることもできる。誘電率の小さな材料としては、例えば、ＳｉＮ、Ａｌ陽極
酸化膜、ＳｉＯ2（Ｆ添加）、ＳｉＯＣなどを用いることができる。このような、誘電率
の小さな材料を絶縁層として用いることにより、基部１４の平面領域においてクロス配線
を生じても付加容量Ｃ0’が大きくならないようにすることができる。これにより、実効
抵抗Ｒeを小さく保つことが可能となるため、発振し易い振動片を提供することが可能と
なる。なお、基部１４の上方に用いる絶縁層の材料を振動腕１１、１２、１３の上方に用
いる絶縁層の材料より誘電率の小さな材料とした場合は、振動腕１１、１２、１３の上方
に用いる絶縁層の厚みと振動腕１１、１２、１３の上方に用いる絶縁層の厚みとを同一と
しても良いし、異なる厚みとしてもよい。
【００５４】
　（振動子）
　次に、上記各実施形態で述べた振動片を備えた振動子について第１実施形態の音叉型振
動片１を用いた例で説明する。図４は、振動子の概略構成を示す模式的に示す正断面図で
ある。なお、上記第１実施形態との共通部分には、同一符号を付して詳細な説明を省略し
、上記第１実施形態と異なる部分を中心に説明する。
【００５５】
　図４に示すように、振動子５は、上記第１実施形態で述べた音叉型振動片１と、音叉型
振動片１を収容したパッケージ２０と、を備えている。
【００５６】
　パッケージ２０は、平面形状が略矩形で凹部を有したパッケージベース２１と、パッケ
ージベース２１の凹部を覆う平面形状が略矩形で平板状のリッド２２と、を有し、略直方
体形状に形成されている。パッケージベース２１には、セラミックグリーンシートを成形
して積層し焼成した酸化アルミニウム質焼結体、水晶、ガラス、シリコンなどが用いられ
ている。リッド２２には、パッケージベース２１と同材料、または、コバール、４２アロ
イ、ステンレス鋼などの金属が用いられている。
【００５７】
　パッケージベース２１には、内底面（凹部の内側の底面）２３に、内部端子３４が設け
られている。内部端子３４は、音叉型振動片１の基部１４に設けられた電極パッド２６（
２４）の近傍となる位置に略矩形状に形成されている。電極パッド２６（２４）は、図示
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しない配線により、音叉型振動片１の下部電極膜１５ａ、１６ａ、１７ａ、あるいは各上
部電極膜１５ｃ、１６ｃ、１７ｃに接続されている。
【００５８】
　パッケージベース２１の外底面（内底面２３の反対側の面、外側の底面）３６には、電
子機器などの外部部材に実装される際に用いられる一対の外部端子２７、２８が形成され
ている。外部端子２７、２８は、図示しない内部配線によって内部端子３４と接続されて
いる。例えば、外部端子２７は、内部端子３４と接続され、外部端子２８は、図示しない
他の内部端子と接続されている。内部端子３４及び外部端子２７、２８は、Ｗ（タングス
テン）などのメタライズ層にＮｉ、Ａｕなどの各被膜をメッキなどの方法により積層した
金属膜からなる。
【００５９】
　振動子５は、音叉型振動片１の基部１４の固定部分（振動腕１１、１２、１３より厚い
部分）が、エポキシ系、シリコーン系、ポリイミド系などの接着剤３０を介して、パッケ
ージベース２１の内底面２３に固定されている。そして、振動子５は、音叉型振動片１の
電極パッド２６（２４）が、Ａｕ、Ａｌなどの金属ワイヤー３１により、例えば内部端子
３４と接続されている。振動子５は、音叉型振動片１がパッケージベース２１の内部端子
３４と接続された状態で、パッケージベース２１の凹部がリッド２２により覆われ、パッ
ケージベース２１とリッド２２とがシームリング、低融点ガラス、接着剤などの接合部材
２９で接合されることにより、パッケージ２０の内部が気密に封止されている。なお、パ
ッケージ２０の内部は、減圧状態（真空度の高い状態）または窒素、ヘリウム、アルゴン
などの不活性ガスが充填された状態となっている。
【００６０】
　なお、パッケージは、平板状のパッケージベースと凹部を有するリッドなどから構成さ
れていてもよい。また、パッケージは、パッケージベース及びリッドの両方に凹部を有し
ていてもよい。
【００６１】
　振動子５は、外部端子２７、２８、金属ワイヤー３１、電極パッド２６（２４）を経由
して圧電体素子（１６など）に印加される駆動信号（交番電圧）によって、音叉型振動片
１の各振動腕（１２など）が所定の周波数で振動（共振）する。
【００６２】
　上述したように、振動子５は、音叉型振動片１を備えていることから、上記第１実施形
態に記載された効果、すなわち小型で発振し易い振動子を提供することができる。
【００６３】
　（電子デバイス）
　次に、上記各実施形態で述べた音叉型振動片を備えた電子デバイスとしての発振器につ
いて第１実施形態の音叉型振動片１を用いた例で説明する。図５は、電子デバイスの一例
の発振器の概略構成を示す模式的に示す正断面図である。なお、各配線は省略してある。
また、上記第１実施形態との共通部分には、同一符号を付して詳細な説明を省略し、上記
第１実施形態と異なる部分を中心に説明する。
【００６４】
　図５に示すように、発振器６は、上記第１実施形態で述べた音叉型振動片１と、音叉型
振動片１を発振させる発振回路としてのＩＣチップ４０と、音叉型振動片１及びＩＣチッ
プ４０を収容したパッケージ２０と、を備えている。
【００６５】
　パッケージベース２１の内底面３２には、内部接続端子３２ａが設けられている。発振
回路を内蔵するＩＣチップ４０は、パッケージベース２１の内底面３２に、接着剤３２ｂ
などを用いて固定されている。ＩＣチップ４０は、図示しない接続パッドが、Ａｕ、Ａｌ
などの金属ワイヤー４１により内部接続端子３２ａと接続されている。
【００６６】
　内部接続端子３２ａは、Ｗ（タングステン）などのメタライズ層にＮｉ、Ａｕなどの各
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被膜をメッキなどにより積層した金属膜からなり、図示しない内部配線を経由して、パッ
ケージ２０の外部端子２７、２８、内部端子３４などに接続されている。なお、ＩＣチッ
プ４０の接続パッドと内部接続端子３２ａとの接続には、金属ワイヤー４１を用いたワイ
ヤーボンディングによる接続方法以外に、ＩＣチップ４０を反転させてのフリップチップ
実装による接続方法などを用いてもよい。
【００６７】
　また、パッケージベース２１の内底面（凹部の内側の底面）２３には、内部端子３４が
設けられている。内部端子３４は、音叉型振動片１の基部１４に設けられた電極パッド２
６（２４）の近傍となる位置に略矩形状に形成されている。電極パッド２６（２４）は、
図示しない配線により、音叉型振動片１の下部電極膜１５ａ、１６ａ、１７ａ、あるいは
各上部電極膜１５ｃ、１６ｃ、１７ｃに接続されている。
【００６８】
　音叉型振動片１は、基部１４の固定部分（振動腕１１、１２、１３より厚い部分）が、
エポキシ系、シリコーン系、ポリイミド系などの接着剤３０を介して、パッケージベース
２１の内底面２３に固定されている。そして、音叉型振動片１の電極パッド２６（２４）
が、Ａｕ、Ａｌなどの金属ワイヤー３１により、例えば内部端子３４と接続されている。
【００６９】
　発振器６は、ＩＣチップ４０から内部接続端子３２ａ、内部端子３４、金属ワイヤー３
１、電極パッド２６（２４）を経由して下部電極膜１５ａ、１６ａ、１７ａ、あるいは各
上部電極膜１５ｃ、１６ｃ、１７ｃに印加される駆動信号によって、音叉型振動片１の各
振動腕（１２など）が所定の周波数で発振（共振）する。そして、発振器６は、この発振
に伴って生じる発振信号をＩＣチップ４０、内部接続端子３２ａ、外部端子２７、２８な
どを経由して外部に出力する。
【００７０】
　上述したように、発振器６は、音叉型振動片１を備えていることから、上記第１実施形
態に記載された効果、すなわち小型で発振し易い発振器を提供することができる。
【００７１】
　なお、発振器６は、ＩＣチップ４０をパッケージ２０に内蔵ではなく、外付けした構成
のモジュール構造（例えば、１つの基板上に水晶振動子及びＩＣチップが個別に搭載され
ている構造）としてもよい。
【００７２】
　［電子機器］
　次いで、本発明の一実施形態に係る振動片としての音叉型振動片１、音叉型振動片１を
用いた振動子５、あるいは音叉型振動片１を用いた発振器６を適用した電子機器について
、図６～図８に基づき、詳細に説明する。なお、説明では、音叉型振動片１を用いた振動
子を適用した例を示している。
【００７３】
　図６は、本発明の一実施形態に係る音叉型振動片１を用いた振動子を備える電子機器と
してのモバイル型（又はノート型）のパーソナルコンピューターの構成の概略を示す斜視
図である。この図において、パーソナルコンピューター１１００は、キーボード１１０２
を備えた本体部１１０４と、表示部１００を備えた表示ユニット１１０６とにより構成さ
れ、表示ユニット１１０６は、本体部１１０４に対しヒンジ構造部を介して回動可能に支
持されている。このようなパーソナルコンピューター１１００には、基準信号源などとし
て音叉型振動片１を用いた振動子が内蔵されている。
【００７４】
　図７は、本発明の一実施形態に係る音叉型振動片１を用いた振動子を備える電子機器と
しての携帯電話機（ＰＨＳも含む）の構成の概略を示す斜視図である。この図において、
携帯電話機１２００は、複数の操作ボタン１２０２、受話口１２０４および送話口１２０
６を備え、操作ボタン１２０２と受話口１２０４との間には、表示部１００が配置されて
いる。このような携帯電話機１２００には、基準信号源などとして音叉型振動片１を用い
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た振動子が内蔵されている。
【００７５】
　図８は、本発明の一実施形態に係る音叉型振動片１を用いた振動子を備える電子機器と
してのデジタルスチールカメラの構成の概略を示す斜視図である。なお、この図には、外
部機器との接続についても簡易的に示されている。ここで、通常のカメラは、被写体の光
像により銀塩写真フィルムを感光するのに対し、デジタルスチールカメラ１３００は、被
写体の光像をＣＣＤ（Charge Coupled Device）等の撮像素子により光電変換して撮像信
号（画像信号）を生成する。デジタルスチールカメラ１３００におけるケース（ボディー
）１３０２の背面には、表示部１００が設けられ、ＣＣＤによる撮像信号に基づいて表示
を行う構成になっており、表示部１００は、被写体を電子画像として表示するファインダ
ーとして機能する。また、ケース１３０２の正面側（図中裏面側）には、光学レンズ（撮
像光学系）やＣＣＤ等を含む受光ユニット１３０４が設けられている。
【００７６】
　撮影者が表示部１００に表示された被写体像を確認し、シャッターボタン１３０６を押
下すると、その時点におけるＣＣＤの撮像信号が、メモリー１３０８に転送・格納される
。また、このデジタルスチールカメラ１３００においては、ケース１３０２の側面に、ビ
デオ信号出力端子１３１２と、データ通信用の入出力端子１３１４とが設けられている。
そして、図示されるように、ビデオ信号出力端子１３１２にはテレビモニター１４３０が
、データ通信用の入出力端子１３１４にはパーソナルコンピューター１４４０が、それぞ
れ必要に応じて接続される。さらに、所定の操作により、メモリー１３０８に格納された
撮像信号が、テレビモニター１４３０や、パーソナルコンピューター１４４０に出力され
る構成になっている。このようなデジタルスチールカメラ１３００には、基準信号源など
として音叉型振動片１を用いた振動子が内蔵されている。
【００７７】
　なお、本発明の一実施形態に係る音叉型振動片１を用いた振動子は、図６のパーソナル
コンピューター（モバイル型パーソナルコンピューター）、図７の携帯電話機、図８のデ
ジタルスチールカメラの他にも、例えば、インクジェット式吐出装置（例えばインクジェ
ットプリンター）、ラップトップ型パーソナルコンピューター、テレビ、ビデオカメラ、
ビデオテープレコーダー、カーナビゲーション装置、ページャー、電子手帳（通信機能付
も含む）、電子辞書、電卓、電子ゲーム機器、ワードプロセッサー、ワークステーション
、テレビ電話、防犯用テレビモニター、電子双眼鏡、ＰＯＳ端末、医療機器（例えば電子
体温計、血圧計、血糖計、心電図計測装置、超音波診断装置、電子内視鏡）、魚群探知機
、各種測定機器、計器類（例えば、車両、航空機、船舶の計器類）、フライトシミュレー
ター等の電子機器に適用することができる。
【００７８】
　［移動体］
　図９は移動体の一例としての自動車を概略的に示す斜視図である。自動車１０６には本
発明に係る音叉型振動片１を用いた振動子が搭載されている。例えば、同図に示すように
、移動体としての自動車１０６には、音叉型振動片１を用いた振動子を内蔵してタイヤ１
０９などを制御する電子制御ユニット１０８が車体１０７に搭載されている。また、音叉
型振動片１を用いた振動子は、他にもキーレスエントリー、イモビライザー、カーナビゲ
ーションシステム、カーエアコン、アンチロックブレーキシステム（ＡＢＳ）、エアバッ
ク、タイヤ・プレッシャー・モニタリング・システム(ＴＰＭＳ：Tire Pressure Monitor
ing System)、エンジンコントロール、ハイブリッド自動車や電気自動車の電池モニター
、車体姿勢制御システム、等の電子制御ユニット（ＥＣＵ：electronic control unit）
に広く適用できる。
【符号の説明】
【００７９】
　１…振動片としての音叉型振動片、５…振動子、６…電子デバイスとしての発振器、１
１、１２、１３…振動腕、１１ａ、１２ａ、１３ａ…第１面、１４…基部、１５、１６、
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１７…圧電体素子、１５ａ、１６ａ、１７ａ…下部電極膜、１５ｂ２、１６ｂ２、１７ｂ
２…絶縁層としての圧電体膜、１５ｃ、１６ｃ、１７ｃ…上部電極膜、１５’、１６’、
１７’…基部における圧電体素子、１５ｂ’、１６ｂ’、１７ｂ’、１７ｂ２…基部にお
ける圧電体膜、１７ｂ１（１５ｂ１、１６ｂ１）…絶縁膜、１７ｂ１’（１５ｂ１’、１
６ｂ１’）…基部における絶縁膜、１８ａ、１８ｂ、１８ｃ…接続部、２０…パッケージ
、２１…パッケージベース、２２…リッド、２３…内底面、２４、２６…電極パッド、２
７、２８…外部端子、２９…接合部材、３０…接着剤、３１…金属ワイヤー、３４…内部
端子、３６…外底面、４０…発振回路としてのＩＣチップ、４１…金属ワイヤー、１０６
…移動体としての自動車、１１００…電子機器としてのパーソナルコンピューター、１２
００…電子機器としての携帯電話機、１３００…電子機器としてのデジタルスチールカメ
ラ。

【図１】 【図２】

【図３】
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